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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第80期

当第３四半期
連結累計期間

第80期
当第３四半期
連結会計期間

第79期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 45,427,210 19,356,201 85,652,082

経常利益 (千円) 327,001 584,177 956,654

四半期（当期）純利益 (千円) 493,781 741,557 465,147

純資産額 (千円) ― 20,881,300 21,317,282

総資産額 (千円) ― 69,941,089 65,152,944

１株当たり純資産額 (円) ― 683.82 698.12

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 16.17 24.28 15.23

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 29.9 32.7

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △3,830,531 ― △1,004,851

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) 505,026 ― △1,362,457

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 1,704,933 ― 5,236,905

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 7,465,768 9,086,339

従業員数 (人) ― 845 813

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 845

(注) 従業員数は就業人員である。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 826

(注) 従業員数は就業人員である。
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第２ 【事業の状況】
「第２ 事業の状況」における各項目の記載金額には、消費税等に相当する額は含まれていない。

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載していない。

　

(1) 受注実績
　

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自平成20年10月１日
　　至平成20年12月31日）

(百万円）

建設事業 16,610

(注) １　建設事業以外の受注高については、当社グループ各社の受注概念が異なるため記載していない。

２　セグメント間の取引については、相殺消去している。

　

(2) 売上実績
　

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自平成20年10月１日
　　至平成20年12月31日）

(百万円）

建設事業 19,128

不動産事業 228

合計 19,356

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去している。

２　当第３四半期連結会計期間において、売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。

　

(3) 売上にかかる季節的変動について

当社グループにおける売上高は、主要事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第

４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間にお

ける完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動が

ある。
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

(1) 受注高、売上高、繰越高
　

期別 区分
期首繰越高

（百万円）

期中受注高

（百万円）

計

（百万円）

期中売上高

（百万円）

期末繰越高

（百万円）

当第３四半期累計期間

(自平成20年４月１日

　 至平成20年12月31日）

建設事業

建築工事 75,76954,511130,28144,29385,988

土木工事 688 781 1,469 423 1,045

計 76,45755,293131,75144,71787,034

不動産事業 67 801 869 650 219

合計 76,52556,095132,62045,36787,253

前事業年度

(自平成19年４月１日

　 至平成20年３月31日）

建設事業

建築工事 81,90774,805156,71380,94475,769

土木工事 1,269 1,072 2,341 1,653 688

計 83,17775,877159,05582,59776,457

不動産事業 48 1,047 1,096 1,028 67

合計 83,22676,925160,15183,62676,525

（注）１　前事業年度以前に受注したもので、契約の変更により金額の増減がある場合、期中受注高にその増減額を含

む。したがって、期中売上高にもかかる増減額が含まれる。

２　期末繰越高は（期首繰越高＋期中受注高―期中売上高）である。

　

(2) 受注高
　

期別 区分
官公庁

（百万円）

民間

（百万円）

計

（百万円）

当第３四半期会計期間

(自平成20年10月１日

　 至平成20年12月31日）

建設事業

建築工事 6,521 9,352 15,873

土木工事 433 180 614

計 6,954 9,533 16,488

不動産事業 ― 211 211

合計 6,954 9,745 16,700

(注) 当第３四半期会計期間に受注した主な工事は、次のとおりである。

名古屋市 名古屋城本丸御殿復元工事

会津若松市 （仮称）生涯学習総合センター新築工事

東京都 都立武蔵村山高等学校（20）改修工事
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(3) 売上高
　

期別 区分
官公庁

（百万円）

民間

（百万円）

計

（百万円）

当第３四半期会計期間

(自平成20年10月１日 

　至平成20年12月31日）

建設事業

建築工事 1,774 17,31719,092

土木工事 86 74 161

計 1,861 17,39119,253

不動産事業 ― 211 211

合計 1,861 17,60319,464

(注) 当第３四半期会計期間に完成した主な工事は、次のとおりである。

㈱デンコードー （仮称）ケーズデンキ新会津若松本店 By Denkodo新築工事

白井市 清水口小学校校舎改修工事

福岡市 「国史跡　福岡城跡」下の橋大手門復元整備工事

　

(4) 繰越高（平成20年12月31日現在）
　

区分
官公庁

（百万円）

民間

（百万円）

計

（百万円）

建設事業

建築工事 14,93371,05585,988

土木工事 665 379 1,045

計 15,59971,43587,034

不動産事業 ― 219 219

合計 15,59971,65487,253

(注) 繰越工事のうち主なものは、次のとおりである。

㈱ダイニチ （仮称）明海研修センター新築工事 平成21年３月 完成予定

西宮市 浜脇小学校校舎改築工事 平成21年10月完成予定

東京都住宅供給公社 コーシャハイム千歳烏山（第１期）建築及びその他工事 平成22年２月 完成予定

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものである。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機の深刻化や世界景気の一層の下

振れ懸念から、企業収益が大幅に減少し、景気は厳しい状況が続いた。 

　建設業界においては、設備投資の減少や不動産デベロッパーの相次ぐ破綻等をうけ、一段と厳しい経営

環境となった。 

　このような経済情勢の中で、当社グループは、品質向上・コスト低減・安全確保に努めた結果、当第３四

半期連結会計期間の業績は、以下のとおりとなった。

　連結売上高については、193億56百万円となった。

　利益については、営業利益は5億4百万円、経常利益は5億84百万円、四半期純利益は7億41百万円となっ

た。

事業のセグメントごとの業績は以下のとおりである。 

（建設事業） 

　完成工事高については、191億28百万円となった。利益については、完成工事総利益率が改善し、営業利益

は5億88百万円となった。 

　当社単体の建設受注高については、164億88百万円となり、その内訳は建築工事が158億73百万円、土木工

事が6億14百万円となった。

　なお、建設事業においては完成引渡しが第４四半期に集中する季節的変動がある。

（不動産事業）

　建設事業以外の事業として、不動産賃貸及び分譲事業等を営んでおり、不動産事業売上高は2億28百万

円、営業利益は86百万円となった。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の主な増減状況に

ついては、営業活動による資金の減少が6億5百万円、投資活動による資金の増加が6億50百万円、財務活動

による資金の増加が28億57百万円となり、これにより資金は第２四半期連結会計期間末に比べ29億2百万

円増加し、74億65百万円となった。 

　各活動における主な増減の内訳については、次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動による資金は、税金等調整前四半期純利益12億79百万円を計上、仕入債務の増加・未成工事受

入金の増加により64億52百万円増加する一方、売上債権の増加・未成工事支出金の増加により66億85百

万円減少し、営業活動による資金は6億5百万円の減少となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動による資金は、有形固定資産の売却による増加等により6億50百万円の増加となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動による資金は、短期借入金の増加等により28億57百万円の増加となった。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はない。

　なお、当社は株式会社の支配に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行規則第127条各号

に掲げる事項）は次のとおりである。

株式会社の支配に関する基本方針 

当社は、平成19年６月28日に開催の第78期定時株主総会で、当社株式の大規模買付への対応策（以下

「本プラン」という。）を決議しました。その概要は以下のとおりです。

　なお、本プランの有効期間は３年間(平成22年６月に開催予定の定時株主総会終結の時まで)とし、以降、

本プランの継続(一部修正した上での継続を含む)については定時株主総会の承認を経ることとします。

また、本プランは、定時株主総会により承認された後であっても、①株主総会において本プランを廃止す

る旨の決議が行われた場合、②取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、その時

点で廃止されます。

　

① 基本方針の内容

上場企業である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に

対する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものでは

なく、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。 

 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさ

まざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係等を十分に理解し、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。従いまし

て、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案またはこれに

類する行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考え

ます。 

　

② 基本方針に照らして不適切な者による支配の防止のための取り組み 

当社は、上記不適切な者により突然大規模買付行為がなされたときに、当該大規模買付行為が妥当か

どうかを、株主の皆様が短期間のうちに適切に判断するためには、大規模買付者および当社取締役会の

双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠であると考えます。 

  そこで議決権割合を20％以上とすることを目的とする、または結果として議決権割合が20％以上と

なる当社株券等の大規模買付者に対して、事前に取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、取締

役会が当該大規模買付行為について評価・検討をおこなうための期間をもうけ、かかる期間が経過し

た後に大規模買付行為が開始されるべきであることを要請するルールを策定いたしました。 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、および大規模買付ルールが遵守されている場合

であっても、当該大規模買付行為が会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を著しく損なうと取締役会が判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重したう

えで、対抗措置の発動に係る取締役会決議により、新株予約権の無償割当等対抗措置（以下「買収防衛

策」という。）を講ずることがあります。
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③ 上記②の取り組みに関する取締役会の判断

本プランは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な大規模買付者か

らの情報や、現に当社の経営を担っている取締役会の意見の提供、代替案の提示を受ける機会を保証す

ることを目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じる

か否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値ひいては株主共同の

利益の保護につながるものと考えます。従いまして、大規模買付ルールの設定は、株主および投資家の

皆様が適切な投資判断を行う上での前提となるものであり、株主および投資家の皆様の利益に資する

ものであると考えます。また、取締役会の恣意を排除し、その判断の合理性および公正性を担保するた

めに取締役会から独立した機関として独立委員会を設置し、買収防衛策の発動の是非について諮問し、

勧告ないし助言を受けることとしていますので、取締役の地位の維持を目的とするものではありませ

ん。 

　

(4) 研究開発活動

　特記事項なし。
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第３ 【設備の状況】

　

(1) 主要な設備の状況

  　提出会社

当第３四半期連結会計期間に以下の固定資産を譲渡している。

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

建物
及び構築物

土地
(面積㎡)

合計

栄開発賃貸施設　(千
葉県船橋市）

不動産事業 ゴルフ練習場施設 48
63

(9,454）
111

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はない。

　なお、上記設備売却に伴い、今後収益物件として優良な代替資産を取得すべく計画中である。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在発行数
(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,580,000 30,580,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
1,000株である。

計 30,580,000 30,580,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ― 30,580,000 ― 4,000,000 ― 322,516

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していな

い。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きないことから、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載している。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 45,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 30,153,000 30,153 ―

単元未満株式 普通株式 382,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 30,580,000 ― ―

総株主の議決権 ― 30,153 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が600株及び当社所有の自己株式85株が含まれ
ている。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
松井建設株式会社

東京都中央区新川
１―17―22

45,000 ― 45,000 0.15

計 ― 45,000 ― 45,000 0.15

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 353 345 346 361 357 325 311 280 343

最低(円) 324 317 320 321 300 275 230 240 260

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,133,348 9,785,632

受取手形・完成工事未収入金等 ※５
 17,405,629 22,219,432

有価証券 99,930 99,500

未成工事支出金 21,748,015 11,260,970

販売用不動産 375,478 434,319

仕掛販売用不動産 3,697,357 2,919,400

その他のたな卸資産 ※１
 80,433

※１
 82,852

その他 2,058,000 980,577

貸倒引当金 △102,282 △194,746

流動資産合計 53,495,911 47,587,938

固定資産

有形固定資産 ※２
 8,682,832

※２
 8,533,972

無形固定資産 83,121 64,302

投資その他の資産

投資有価証券 4,922,147 6,188,620

その他 3,542,284 3,645,455

貸倒引当金 △785,207 △867,343

投資その他の資産合計 7,679,224 8,966,731

固定資産合計 16,445,178 17,565,006

資産合計 69,941,089 65,152,944
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 19,657,856 22,851,200

短期借入金 8,320,000 6,310,000

未払法人税等 35,699 153,590

未成工事受入金 15,797,242 9,127,801

引当金 405,948 700,901

その他 572,622 484,295

流動負債合計 44,789,367 39,627,789

固定負債

長期借入金 300,000 300,000

退職給付引当金 2,930,513 2,815,299

負ののれん 197,166 231,960

その他 842,741 860,612

固定負債合計 4,270,421 4,207,873

負債合計 49,059,788 43,835,662

純資産の部

株主資本

資本金 4,000,000 4,000,000

資本剰余金 333,719 333,958

利益剰余金 16,216,680 16,028,955

自己株式 △20,920 △22,150

株主資本合計 20,529,479 20,340,763

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 351,821 976,518

評価・換算差額等合計 351,821 976,518

純資産合計 20,881,300 21,317,282

負債純資産合計 69,941,089 65,152,944
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 45,427,210

売上原価 42,447,672

売上総利益 2,979,537

販売費及び一般管理費 ※１
 2,918,464

営業利益 61,073

営業外収益

受取利息 56,889

受取配当金 159,926

負ののれん償却額 34,794

労災保険還付金 50,730

その他 37,955

営業外収益合計 340,295

営業外費用

支払利息 64,025

その他 10,342

営業外費用合計 74,368

経常利益 327,001

特別利益

貸倒引当金戻入額 369

固定資産売却益 947,421

投資有価証券売却益 5,490

特別利益合計 953,281

特別損失

投資有価証券評価損 171,596

匿名組合投資損失 139,904

訴訟和解金 92,572

特別損失合計 404,073

税金等調整前四半期純利益 876,208

法人税、住民税及び事業税 56,600

法人税等調整額 325,826

法人税等合計 382,426

四半期純利益 493,781
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 19,356,201

売上原価 17,861,604

売上総利益 1,494,597

販売費及び一般管理費 ※１
 989,861

営業利益 504,735

営業外収益

受取利息 21,589

受取配当金 50,631

負ののれん償却額 11,598

労災保険還付金 25,576

その他 13,118

営業外収益合計 122,513

営業外費用

支払利息 39,223

その他 3,847

営業外費用合計 43,071

経常利益 584,177

特別利益

固定資産売却益 947,421

投資有価証券売却益 22

特別利益合計 947,443

特別損失

投資有価証券評価損 153,587

匿名組合投資損失 6,030

訴訟和解金 92,572

特別損失合計 252,190

税金等調整前四半期純利益 1,279,430

法人税、住民税及び事業税 14,900

法人税等調整額 522,973

法人税等合計 537,873

四半期純利益 741,557
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 876,208

減価償却費 161,172

貸倒引当金の増減額（△は減少） △174,599

受取利息及び受取配当金 △216,815

支払利息 64,025

売上債権の増減額（△は増加） 4,831,430

たな卸資産の増減額（△は増加） △716,697

仕入債務の増減額（△は減少） △3,040,824

未成工事支出金の増減額（△は増加） △10,487,045

未成工事受入金の増減額（△は減少） 6,669,440

負ののれん償却額 △34,794

賞与引当金の増減額（△は減少） △271,131

退職給付引当金の増減額（△は減少） 115,213

その他の引当金の増減額（△は減少） △23,822

投資有価証券評価損益（△は益） 171,596

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △5,490

固定資産売却損益（△は益） △947,421

匿名組合投資損益（△は益） 139,904

訴訟和解金 92,572

その他 △992,104

小計 △3,789,182

利息及び配当金の受取額 194,324

利息の支払額 △89,642

法人税等の支払額 △146,031

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,830,531

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △469,778

有形固定資産の売却による収入 1,059,272

投資有価証券の取得による支出 △203,322

投資有価証券の売却による収入 110,306

貸付けによる支出 △7,950

貸付金の回収による収入 3,604

無形固定資産の取得による支出 △18,819

定期預金の預入による支出 △9,048

定期預金の払戻による収入 40,761

投資活動によるキャッシュ・フロー 505,026

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △305,351

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,010,000

自己株式の純増減額（△は増加） 284

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,704,933

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,620,571

現金及び現金同等物の期首残高 9,086,339

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 7,465,768
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

会計処理基準に関する事

項の変更

 

 

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日　）

を第１四半期連結会計期間から適用している。 

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益が81,564千円それぞれ減少している。 

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

一般債権の貸倒見積高の

算定方法
 

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したもの

と著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して

貸倒見積高を算定している。

固定資産の減価償却費の

算定方法

減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定している。

繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年

度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法に

よっている。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　　　当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　　　　該当事項なし。
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【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年12月31日)

（退職給付制度の変更）

　当社が採用している確定給付型の企業年金基金制度の一部変更について、平成20年６月５日に厚生労働大臣から

認可を受けたことにより、給付利率を確定利率の制度から給付利率変動型年金（類似キャッシュバランスプラン）

制度へ変更（平成20年４月１日付）している。

　上記の変更に伴い、退職給付債務（過去勤務債務）は1,035,723千円減少し、当該過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により均等償却を行っている。

　これにより、当第３四半期連結累計期間において営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が50,802千円

それぞれ増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。

（退職給付における数理計算上の差異及び過去勤務債務の償却年数の変更）

　当社は、退職給付における数理計算上の差異及び過去勤務債務の償却年数は、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（数理計算上の差異については10年～15年、過去勤務債務については15

年）による定額法により按分した額をそれぞれ費用処理することとしているが、従業員の平均残存勤務期間の再検

討を行った結果、当連結会計年度より数理計算上の差異・過去勤務債務共に償却年数を10年に変更している。

　これにより、当第３四半期連結累計期間において営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が57,233千円

それぞれ減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社の機械装置の耐用年数については、法人税法の改正により見直しを行い、改正後の法人税法に

基づく耐用年数に変更している。

　これによる損益に与える影響額は軽微である。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

 ※１ その他のたな卸資産の内訳

未成業務支出金 26,049千円

材料貯蔵品 54,383

 

※２ 有形固定資産減価償却累計額 4,153,867千円

 
　 ３ 保証債務

 下記会社の分譲住宅販売に係る手付金等につい

て保証を行っている。

㈱アスコット 228,403千円

㈱ジョイント・コーポレーション 77,980

㈱フージャースコーポレーション

その他１件

62,300

17,800

計 386,483

 
 

４  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行８行とコミットメントライン契約を締結して

いる。 

 当四半期連結会計期間末における貸出コミット

メントに係る借入未実行残高等は次のとおりであ

る。　　　　　　

貸出コミットメントの総額 6,000,000千円

借入金実行残高 1,000,000

差引額 5,000,000

 

※５ 　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理している。

  なお、当四半期連結会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の満期手形が当四半期連

結会計期間末日残高に含まれている。

受取手形 1,704千円

 ※１ その他のたな卸資産の内訳

未成業務支出金 23,869千円

材料貯蔵品 58,983

 

※２ 有形固定資産減価償却累計額 4,230,363千円

 
　 ３ 保証債務

　下記会社の分譲住宅販売に係る手付金等につい

て保証を行っている。

㈱アスコット 267,200千円

㈱ジョイント・コーポレーション 27,640

その他２件 12,650

計 307,490

 
 

４  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行８行とコミットメントライン契約を締結して

いる。 

 当連結会計年度末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりである。

貸出コミットメントの総額 6,000,000千円

借入金実行残高 6,000,000

差引額 ―

 
 

　　　　　　　　　―――――
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(四半期連結損益計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の内、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

従業員給料手当 1,378,094千円

賞与引当金繰入額 110,468

退職給付費用 129,488

 

　２　当社グループにおける売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高

に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の内、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

従業員給料手当 369,526千円

賞与引当金繰入額 110,468

退職給付費用 42,758

貸倒引当金繰入額 20,714

 

　２　当社グループにおける売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高

に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金預金勘定 8,133,348千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △667,579

現金及び現金同等物 7,465,768
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 30,580,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 43,535

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項なし。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 152,676 5.00平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

平成20年10月24日
取締役会

普通株式 152,674 5.00平成20年９月30日 平成20年12月９日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項なし。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
建設事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

19,128,024228,17719,356,201 ― 19,356,201

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

261,900 1,497 263,398（263,398） ―

計 19,389,925229,67419,619,599（263,398）19,356,201

営業利益 588,079 86,770 674,849（170,114）504,735

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
建設事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

44,285,5711,141,63845,427,210 ― 45,427,210

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

789,905 10,494 800,400（800,400） ―

計 45,075,4771,152,13346,227,610（800,400）45,427,210

営業利益 357,930 198,572 556,502（495,428） 61,073

(注)１　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

（1）事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

（2）各区分に属する主要な事業の内容

建設事業：建築・土木その他建設工事全般に関する事業

不動産事業：不動産の売買・賃貸その他不動産全般に関する事業

２　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を第１四半期連結会計期間から適用している。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は不動産事業にお

いて81,564千円減少している。 

３　「追加情報」に記載のとおり、当社が採用している確定給付型の企業年金基金制度の一部変更について、平成

20年６月５日に厚生労働大臣から認可を受けたことにより、給付利率を確定利率の制度から給付利率変動型

年金（類似キャッシュバランスプラン）制度へ変更（平成20年４月１日付）している。 

上記の変更に伴い、退職給付債務（過去勤務債務）は1,035,723千円減少し、当該過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により均等償却を行っている。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は建設事業において

19,730千円増加している。 

また、当社は、退職給付における数理計算上の差異及び過去勤務債務の償却年数は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（数理計算上の差異については10年～15年、過去勤務

債務については15年）による定額法により按分した額をそれぞれ費用処理することとしているが、従業員の

平均残存勤務期間の再検討を行った結果、当連結会計年度より数理計算上の差異・過去勤務債務共に償却年

数を10年に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の

営業利益は建設事業において22,228千円減少している。 
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　　　在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　　　海外売上高がないため、記載していない。

　

EDINET提出書類

松井建設株式会社(E00064)

四半期報告書

25/30



　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められる。

　

その他有価証券で時価のあるもの
　

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

(1)　株式 3,336,915 3,933,637 596,721

(2)　債券

     国債・地方債等 99,768 99,930 161

     その他 21,750 12,287 △9,463

(3)　その他 40,324 44,888 4,563

合計 3,498,759 4,090,743 591,983

（注）当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）において、その他有価証券で時価の

ある株式等について減損処理を行い、投資有価証券評価損171,596千円を計上している。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はない。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 683.82円 １株当たり純資産額 698.12円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円） 20,881,300 21,317,282

純資産の部の合計額から控除する金額 (千円） ― ―

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会

計年度末）の純資産額
(千円） 20,881,300 21,317,282

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

連結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式

の数

（株） 30,536,465 30,535,315

　

２　１株当たり四半期純利益

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 16.17円１株当たり四半期純利益 24.28円

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純利益 (千円） 493,781 741,557

普通株主に帰属しない金額 (千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益 (千円） 493,781 741,557

普通株式の期中平均株式数 （株） 30,535,798 30,536,156

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

(リース取引関係)

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ているが、当第３四半期連結累計期間末及び当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前

連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載していない。
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２　【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

（1）決議年月日 平成20年10月24日

（2）中間配当金総額 152,674,575円

（3）１株当たりの額 5円00銭

（4）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月９日

　　　（注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。

EDINET提出書類

松井建設株式会社(E00064)

四半期報告書

29/30



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

松井建設株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　成 澤 和 己　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　久 保　隆 　 　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている松井

建設株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、松井建設株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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